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１．はじめに 

2011 年３月 11 日に東日本大震災が発生した．この

震災によって，東北地方の各交通ネットワークは大

きな被害を受けた．政府は「未曽有の大災害」とし

て，従来の災害に比べ広範囲でかつ影響が大きいこ

とを位置づけている．都市間交通に着目すると，仙

台空港は津波の影響から被災をしたことにより，一

時空港としての機能を失った．よって民間航空機は

約１か月間運休をした．さらに東北新幹線は全線再

開まで約１か月半の月日を要した．このように都市

間公共交通は被害が大きく復旧までに時間を要した

ため，利用者は交通機関の変更や迂回ルートによる

移動，旅行の中止等で負担を強いられた． 

そこで本研究では，東日本大震災によって都市間

公共交通リンクが途絶をした実際の事象から，宮城

県－首都圏（東京都，埼玉県，神奈川県，千葉県）

間の都市間公共交通利用者の移動における負担を利

用者便益損失として算出し，その影響を定量的に評

価することを目的とする．また，都市間公共交通の

復旧状況に応じた便益損失シミュレーションを行い，

利用者の視点から見た復旧の優先順位について検討

する． 

２．都市間公共交通の復旧状況 

震災発生以降の都市間公共交通復旧状況について

図－１に整理する． 

 航空は仙台空港が地震による津波の影響により被

災をしたため，民間航空機の運航再開まで 33 日の期

間を要した．また東北地方各空港では陸上交通を補

う形で臨時便が運航された． 

新幹線は段階的に運転再開が行われ，全線再開ま

で 49 日の期間を要した．東北地方の主要な都市間公

共交通機関である東北新幹線は地震による構造物の

被害が広範囲に及んだものの，過去の大規模地震に

比べ短期間での復旧となった． 

高速バスは，国土交通省の特例措置がとられたの

を機に，被害が比較的少なかった東北自動車道での

運行が可能となった．主要公共交通機関である新幹

線に代わる輸送機関として大きな役割を果たした． 

 

図－１ 都市間公共交通の復旧状況 

３．利用者便益損失の評価 

（１）利用者便益損失の定義 

本研究ではマーシャルの消費者余剰分析を用いて

移動に要する実質負担額を算出した一般化費用と利

用者数の２項目を用いて利用者便益損失の算出を行

う．式(1)は各ルートの代表交通機関の利用者便益損

失を合計したものである． 
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（２）使用データ 

使用データの概要を表－１に示す．一般化費用は

国土交通省が開発した全国総合交通分析システム

（NITAS）による算出値を用いた．利用者数につい

て，震災発生前は第４回全国幹線旅客純流動調査

（2005 年）の値を，震災発生後は実績値を優先し，
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得られなかった値はプレスリリース等を参考に推計

したものを用いた． 

表－１ 使用データ概要 
震災発生前 震災発生後

　　　　　　　　　　全国総合交通分析システム（NITAS)により算出

－
所要時間の増加等，NITASの算出値から

震災発生後の値へ置き換え

航空 月間利用者実績値から推計

新幹線 プレスリリースから推計

高速バス 週間利用実績値

一般化費用

【=運賃+所要時間×時間価値】

加藤ら1）の研究より76.4（円/分）

利用者数

（人/1日平均）

第4回全国幹線旅客

純流動調査(2005年）

 

（３）利用者便益損失の算出 

利用者便益損失の算出条件を表－２に示す．純流

動調査より宮城県－首都圏間の公共交通機関分担率

が 97.3%であったため，下記の仮定を設定した．こ

れは迂回による代表交通機関別ルートごとの利用者

便益損失の大きさ違いを把握するためである． 

表－２ 算出条件 

対象期間

代表交通機関別ルート 報道発表資料等に記載されたルートを選択

首都圏：東京都庁

宮城県：宮城県庁

2011年3月19日～5月6日（49日間）

震災発生前の一般化費用　　　　および

利用者数　　はすべて新幹線利用とする
仮定

起終点

0
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これらの算出条件をもとに利用者便益損失の算出

を行い，まとめたものを図－２に示す． 

震災発生直後は公共交通機関の復旧が進んでいな

いため，便益損失が高い値を保つこととなる．だが，

交通機関の復旧が進んでいくにつれ，便益損失は減

少していくという結果が得られた．この期間の交通

機関別に１人あたりの便益損失をみると新幹線が高

い損失を示す．これは新幹線利用者数が航空利用者

数の 10％の値であるものの，新幹線ルートが新潟を

迂回するという仮定をおいているため，一般化費用

が高い値を示したことが考えられる．この影響によ

り便益損失が大きな値を示した．  

また，宮城県－首都圏間の公共交通利用者にとっ

て４月 12 日以降，新幹線の復旧が便益損失の減少に

大きく寄与していることがわかる． 

 

図－２ 宮城県－首都圏間の便益損失 

４．復旧状況に基づいた便益損失シミュレーション 

 前項で算出された利用者便益損失を用いて，交通

機関の復旧状況が遅れた場合の便益損失変化をみる

ために，便益損失シミュレーションを行う．シミュ

レーションを行うための Case 設定を表－２に示す． 

 Case-1は東北新幹線の東京－福島間の復旧が遅れ

た場合，Case-2 は東北新幹線の福島－仙台間の復旧

が遅れた場合で便益損失の変化をみる． 

 便益損失シミュレーションの結果を図－３に示す．

結果から，Case-2 の方が便益損失に大きな影響を与

えている．この理由として，新幹線は東京－福島間

のみであるが，東京－仙台間が鉄道で結ばれている

ことからこのルートの利用者数が増加していること

が考えられる．この比較結果から，復旧には新幹線

を優先させることが利用者便益損失を抑えることで

きると考えられる． 

表－３ 便益損失シミュレーションの Case 設定 

航空 新幹線 高速バス

仙台空港

【羽田ー仙台便】

仙台空港 東京～福島間のみ

【羽田ー仙台便】 新幹線

東北新幹線

東京－福島間　復旧遅れ

東北新幹線

福島－仙台間　復旧遅れ
Case-2

Case-1 新潟迂回 30分遅れで運行

30分遅れで運行

 

 

図－３ 便益損失シミュレーションの結果 

５．おわりに 

 本研究では，東日本大震災における都市間公共交

通の利用者便益損失を算出した．また，便益損失シ

ミュレーションの結果とあわせて，本分析から宮城

県－首都圏間の都市間公共交通利用者における新幹

線ルートの役割は大きいことが明らかとなった． 

今後はより多くの Case を設定し，復旧シミュレー

ションを行うこと課題である． 
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